
■平成28年度施策評価の結果概要一覧

・【最終年度見込み（最終年度の成果達成見込み）判定の目安】最終目標達成率33.3％（2年÷6年×100）以上で「Ａ.順調」、26.6％（33.3％×80％）以上で「Ｂ.概ね順調」、20.0％（33.3％×60％）以上で「Ｃ.やや遅れている」、20.0％未満で「Ｄ.遅れている」　　※「（　）」付きは前回判定結果

・【単年度の判定の目安】前年度に比して順調に近づいているもの「Ａ.順調」、目標にやや近づいているもの「Ｂ.概ね順調」、目標から遠ざかっているもの「Ｃ.遅れている」

・指標について、※印は総合計画（基本計画）に記載していないもの。

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因

06市民が主役となり企業や行政と協働するまちづくり（政策統括監：企画部長）

06-01市民主体によるまちづくりの推進

06-01-01市民の参画と協働によるまちづくりの推進

①

年度毎の市民
活動情報セン
ター相談件数の
合計（センター
報告書により把
握）

毎年度、市民活
動情報センター
の報告書による
相談件数

507件 396件 396件 550件 -258.1% 10.0%

②

市民と行政の協
働体制づくりに
対する市民満足
度（6段階評価）

市民意識調査に
よる［隔年実施］

3.804
3.804
[H26]

3.80 増加 － 30.0%

③

市民主体による
まちづくりの推
進に対する市民
満足度

市民意識調査に
よる［隔年実施］

3.731
3.731
[H26]

3.69 増加 － 30.0%

④

地域活動やボラ
ンティア活動な
どに参加してい
る市民の割合

市民意識調査に
よる［隔年実施］

34.6％
34.6％
[H26]

42.6％ 38.0％ － 20.0%

⑤
情報センターＨ
Ｐ・ブログアクセ
ス数

情報センターの
ＨＰ・ブログのア
クセス数

167,577件 161,988件 139,994件
184,000

件
未達成 10.0%

06-01-02男女共同参画社会の実現

①

「男性は仕事、
女性は家庭」に
同感しない人の
割合

市民意識調査に
よる［隔年実施］

60.5％
60.5％
[H26]

68.7％
［H28］

65.0％ － 20.0%

②
審議会等におけ
る女性委員の
比率

目標設定の対
象を地方自治法
第202条の3によ
る法令、条例設
置の審議会等
の女性委員の
割合。

23.9％
[H27.4.1]

23.9％
[H27.4.1]

25.1％
［H28.4.1］

35.0％ － 30.0%

③

男女が等しく社
会に参加できる
環境づくりの満
足度（6段階評
価）

市民意識調査に
よる［隔年実施］

3.751
3.751
[H26]

3.87
［H28］

増加 達成 50.0%

＃
政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
基準年
度実績
[H26]

H27実績 H28実績
最終目標

［H32］

最終目
標

達成率

指標
重要度

事務事業の
構成 ほか

単年
度

最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望
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 市民、企業、行
政、議会がそれ
ぞれの自治にお
ける役割を理解
し、責任を果たし
協力しながら、相
互に連携してまち
づくりに取り組
み、「自分たちの
まちは自分たちで
創る」という自治
が確立されてい
る。また、まちづく
りのためのさまざ
まな活動や企画
に、市民が積極
的に参加・参画で
きる環境が整って
いる。

Ｂ
Ｂ

(Ｂ)

①市民が地域活動など
に参画意識を持ち、参
加する割合が増えてい
る。

②市民活動情報セン
ター事業における相談
件数等は減少している
が、市民活動団体等で
助成金の獲得など自ら
の活動の実現ができて
いる団体が増えてきて
いる。

コミュニティ助成の申請
件数が増加（前年５割
増）しているが、地域コ
ミュニティ組織がそれぞ
れの活動を確立し、ま
ちづくり活動を活発に
行っていることにつな
がっている。

①住民自治の意識浸透が深まって
いる。

②市民の地域社会への参画意識
が高まっている。

③市民活動団体や地域づくり組織
等において、自らの活動を確立し
一定の活動の実現ができている団
体等ができてきている。

①市民情報センター事業により、
協働や市民活動に活かせる情報
発信や、市民活動団体や地域づく
り組織、ＮＰＯ法人等へのまちづく
りの相談、支援等を行い、協働の
推進を行った。

②市民公募型協働事業補助金（ま
ちづくりチャレンジ補助金）により、
市民活動団体等の活動に補助金
を交付し、自発的なまちづくり活動
を支援した。

①まちづくり活動をしている地域
づくり組織等において、若者の参
加が少ないなど新しい担い手が
生まれていない。

②市民活動の推進を図るため、
市民活動情報センター事業によ
り、市民活動団体や地域づくり組
織、ＮＰＯ法人等のまちづくりの
相談、支援等の実施や情報発信
を行っているが、更に多様な団体
と連携した活動の広がりを活発
にするため、情報の浸透を図り市
民参画の機会の拡充が必要であ
る。

①まちづくり活動の活性化のた
め、市民活動を学ぶ場、活動を
共有する場などの提供により、ま
ちづくりの担い手となる人材育成
の支援を行う。

②市民活動情報センターにおい
て、市民活動団体や企業の活動
を紹介する等情報提供のほか、
市民活動の相談ニーズに合せた
支援をする。多様な主体と連携
する活動に結びつけられるよう情
報提供やネットワークの強化を行
う。

③地域づくり組織とＮＰＯ・企業な
どの協働提案を構築実施する。

適切に構成され
ている。
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 男女共同参画に
関する認識が広く
普及し、性別にか
かわりなく、一人
ひとりが個人とし
て尊重され、家
庭、職場、地域活
動など社会のあ
らゆる分野におい
て共に参画し、み
んなが参加する
まちになっている
こと。

Ｂ
Ｂ

(Ｂ)

①市民意識調査の結
果による指標は上昇し
ている。

②審議会等における女
性委員の比率は増加し
ている。最終目標値は
達成していないが、毎
年２％程の増加を計画
しており、その点に関し
ては概ね達成できた。

　 ①市民意識調査の「男性は仕事、
女性は家庭」に同感しない人の割
合が増加していることから、固定的
性別役割分担意識が薄れてきてい
ることが読み取れる。

②各種審議会等委員の公募委員
への女性登用が向上し、女性の市
政への参画意識が高まっている。

①講座の開催や男女共同参画サ
ポーター活動により、市民に意識
が浸透してきている。

②各種審議会の委員に関する調
査結果を庁内で共有し、男女のバ
ランスがとれた委員の登用促進を
働きかけた。

①各種審議会等で専門的な知識
が必要な機関への女性登用に、
専門的知識を持つ人材の把握が
難しい。

①講座による男女共同参画の意
識啓発を図る。

②審議会等における女性委員の
割合を増加させるよう、他市との
取り組みの比較等を行い、庁内
への働きかけをする。

③仕事と生活の調和に取り組む
企業の紹介を広報・ホームペー
ジ等で行い、企業の自主的な取
り組みを促進する。

④男女共同参画は、多分野に関
わるため、継続して庁内各課と連
携をとりながら男女共同参画を推
進していく。

⑤市民への情報提供を行う。

事務事業の構成
は適切である。
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■平成28年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因
＃

政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
基準年
度実績
[H26]

H27実績 H28実績
最終目標

［H32］

最終目
標

達成率

指標
重要度

事務事業の
構成 ほか

単年
度

最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

06-01-03まちづくりをリードする人材の育成

①
地域づくり講座
参加者満足度

講座参加者にア
ンケート調査を
実施し、満足度
を測る（平成28
年度からアン
ケート実施）

91.6％
[H28]

－ 91.6％ 100.0％ － 40.0%

②
地域活動リー
ダー研修会参
加者満足度

参加者アンケ－
ト調査

100％ 100％ 100％ 100％ － 30.0%

③

市民公募型協
働事業補助金
（まちづくりチャ
レンジ）応募件
数

本補助金への
応募件数
（採択件数では
ない）

６件 ７件 ５件 12件 -16.7% 30.0%

06-02魅力ある地域づくりの推進

06-02-01地域の自主的な活動の推進

①
交流センター生
涯学習参加者
率

生涯学習事業
参加者/人口×
100
（生涯学習文化
課で設定した指
標 02-02-01で
追加した指標の
再掲）

71.2％ 76.8％ 75.5％ 75.0％ － 30.0%

②

地域が主体と
なって行う分の
地域計画の進
捗率

各地区からの実
施報告書により
把握

70.8％ 72.1％ 74.7％ 90.0％ － 30.0%

③
交流センター年
間利用者数

交流センタ－利
用状況報告書に
より集計

207,457人 222,470 208,203人
210,000

人
99.1% 30.0%

④

地域づくり組織
等が独自のHP
を開設している
地区数

地区が独自に開
設しているHP数
（自治協、NPO
含む）

４地区 ４地区 12地区 16地区 75.0% 10.0%
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 市民が主体と
なってまちづくり
を進めるため、市
民、地域、企業、
NPO、行政などの
多様な主体が連
携し、地域づくり
活動をリード・サ
ポートする人材が
育成されている。

Ｂ
Ｂ
(Ｃ)

①地域づくり講座等の
参加者満足度は目標に
達していないが、91.6％
と高い満足度である。

②まちづくりチャレンジ
補助金の応募件数とし
ては少ないが、採択件
数は計画を満たしてい
る。

　 ①市内では、16自治組織が中心と
なって地域の特色を生かした地域
づくりが意欲的に進められている。

①研修会の開催により、リーダー
の育成が進んだ。

②指定管理者制度が定着し、地域
が主体的に地域づくり事業に取り
組めるようになってきた。

①市内では、16自治組織が中心
となって地域の特色を生かした地
域づくりが意欲的に進められてい
るが、地域によって意識のばらつ
きがあり、活発さに地域差がみら
れる。また、少子高齢化の進行に
より、民俗芸能や地域独自の風
習・文化の継承の重要性が高
まっている中、地域づくりを担う世
代の高齢化が進み、次世代の人
材育成が進んでいない。

②地域活動リーダー研修会につ
いては、北上市自治組織連絡協
議会と協働で実施しているもので
あるが、実施内容がマンネリ化し
てきている。

①地域づくりに関するセミナーや
研修、人材育成支援情報の的確
な提供を行う。

②地域活動リーダー研修会につ
いては、北上市自治組織連絡協
議会と連携し、内容を検討する。

全国地域リー
ダー養成講座に
受講者を送り出
せるよう、引き続
き自治組織に働
きかけを行う。
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 これまでそれぞ
れの地域が育ん
できた個性や資
源を活かしなが
ら、地域が進めて
きた取り組みの
成果を引き継ぎ、
充実している。ま
た、地域を最も
知っている住民
自ら地域の将来
がどうあるべきか
考え、行動してい
けるよう連帯感を
醸成し、地域の実
践力が向上して
いる。また、指定
管理者制度によ
り交流センターが
地域づくりの拠点
施設として位置付
けられたことによ
り、特色ある地域
づくりが進展し、
コミュニティの醸
成が図られる。

Ｂ
Ｂ

(Ｂ)

指標１と指標４は目標
達成、指標３は概ね目
標に達しており、概ね
順調と判断できる。

　 ①住民から多様なアイデアが出さ
れ、地域ごとに特色ある事業が企
画されている。

①地域づくり組織が地域計画を推
進するにあたり、関係者との調整・
助言など、支援を行った。

②H26から「地域づくり総合交付
金」を創設し、交付額が増えたた
め、それらを活用した地域づくり活
動が積極的に実施された。

①地域が目指す将来像の実現に
向けた地域住民の主体的な活動
を促進するため、活動拠点となる
施設として交流センターを活用し
ているが、老朽化が進んでいる
施設がある。

②交流センターの利用者が固定
化している。

①計画的に効果的な改修工事や
修繕を行い、利用者である地域
住民の主体的な活動を促進す
る。

②交流センター推進員の研修会
を実施し、実施事業の改善に役
立てる。

指定管理者の事
務手続きの簡素
化や交付金のよ
り効果的な運用
を図るため、指
定管理料や地域
づくり交付金の
見直しをする。
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■平成28年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因
＃

政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
基準年
度実績
[H26]

H27実績 H28実績
最終目標

［H32］

最終目
標

達成率

指標
重要度

事務事業の
構成 ほか

単年
度

最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

06-02-02地域が連携し共生するまちづくりの推進

①
地域景観資産
認定数

累計 102件 106件 111件 115件 69.2% 25.0%

②
農業体験参加
者数

実施体験事業
参加者数

403人 136人 181人 600人 -112.7% 25.0%

③
中山間地域交
流取組組織数

事業実績報告
書により把握

３組織 ３組織 ３組織 ４組織 75.0% 25.0%

④

交流センター利
用のうち自治
協・自治会が利
用した件数

交流センターの
実績報告による

841件 958件 919件 850件 108.1% 25.0%

06-03市民・企業と行政の協働体制の構築

06-03-01協働の定着と拡充

①

市が行っている
協働事業一覧
に掲載されてい
る活動の数

各担当課に確
認、集計

56件
［H25年

度］

57件
［H26年

度］

70件
［H28年

度］
60件 350.0% 30.0%

②

地域貢献活動
企業褒賞への
情報提供事業
数

企業、市民等へ
情報提供を依
頼、集計

309件
［H26.12］

322件
［H27.12］

378件
［H28.12］

330件 328.6% 40.0%

③

市民活動情報
センターが仲介
した協働事業
マッチング件数

センタ－の実績
報告書により把
握

19件 15件 26件 20件 700.0% 30.0%
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 地域資源の有効
活用を図りなが
ら、地域間の交
流・連携を促進
し、市内16 地区
が有機的に連携・
共生するまちづく
りが行われて、地
域の自立活性化
に向け、農村環
境を活用した体
験学習やグリー
ンツーリズムな
ど、地域の豊かな
自然や農業に親
しむ機会の提供
等による魅力が
発信され、定住交
流がなされてい
る。

Ｂ
Ｂ

(Ｂ)

4つの指標のうち２つに
ついて目標を達成して
おり、おおむね順調と
判断できる。

　 ①地域の積極的な取り組みによ
り、景観資産認定数は目標を達成
している。

①16地区それぞれが地域資源を
生かし､特色ある事業を展開できる
よう、地域づくり交付金を交付して
いる。

①交流センターは、老朽化が進
んでいる施設もあり、利用者の増
加に対してマイナス要因となって
いる。

②少子高齢化の急速な進行や若
い世代の都市部への流出などに
より、集落機能の低下、農地・山
林の荒廃による環境保全機能や
豊かな農村景観の喪失なども懸
念されている。

③既存ストックなど地域資源が十
分に活用されていない。

④空き家バンクへの相談物件
は、利便性や安全面において活
用困難なものが多く、登録件数が
少ない状況である。

①交流センターは計画的に効果
的な改修工事や修繕を行い、利
用者である地域住民の主体的な
活動を促進する。

②H26年度から新たな交付金制
度として「地域づくり総合交付金」
の交付を開始し、「人口減少地域
定住化促進事業」も実施してい
る。それらの助成金等を活用しな
がら、地域が主体となったまちづ
くりを推進することにより、その地
域の魅力の増進を図る。

③国の助成事業等、活用できる
事業の情報提供を積極的に行
い、さまざまな実施主体が地域資
源を生かした取り組みができるよ
う支援していく。

④空き家バンクへの相談情報を
地域と共有して、地域の中での
活用も検討できる体制を検討して
いく。

区長業務を円滑
に進めるため、
引き続き定例区
長会議を実施
し、併せて研修
会を開催する。
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 市民の幅広い参
画のもと、市民、
企業、行政それ
ぞれの立場を理
解し、責任と役割
りのもとに、互い
の長所を生かし
た協働ができ、多
様な主体が協働
するまちづくりに
なっていること。

Ａ
Ａ

(Ａ)

企業の地域貢献活動
や地域コミュニティ組
織、市民活動団体等の
まちづくり活動はこれま
での経験により、一定
の活動ができている状
況にあり、指標は最終
目標を達成している。

　 ①企業の地域貢献活動について、
情報提供された活動件数の増加し
ていることから、企業の意識や市
民の認識も上がってきた。褒賞さ
れた活動は地域コミュニティや他
団体と協働したものが多く、企業の
地域貢献の醸成がなされてきた。

②市民活動情報センターにおい
て、市民活動団体や地域コミュニ
ティ組織への企画支援やアドバイ
スにより、協働事業の機会が増
え、協働事業マッチング件数の増
加につながった。

①市民公募型協働事業のまちづく
りチャレンジ補助金で、新規事業
の取り組みもあり、市民活動団体
の自発的な活動を応援すること
で、まちづくりの機運が高まった。

①市民活動団体や地域づくり組
織等において、これまでの経験に
より一定の活動の実現ができて
いるが、更にまちづくり活動を発
展させるため、特定の人しか関
わっていないなどの人材不足や
各団体の活動から更に他団体と
の協働事業への発展、拡充が課
題である。

①市民活動情報センターを活用
し、団体の活動や企業の地域貢
献活動の紹介等情報提供を行
い、活動企画支援やアドバイスを
行い、多様な団体の協働事業の
マッチングを進める。地域や企
業、行政と協働事業を実施したこ
とのある団体の数を増やすことに
よって、市民活動の推進、協働の
推進につなげる。

②市民公募型協働事業により協
働によるまちづくり活動を支援す
る。

適切に構成され
ている。
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■平成28年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因
＃

政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
基準年
度実績
[H26]

H27実績 H28実績
最終目標

［H32］

最終目
標

達成率

指標
重要度

事務事業の
構成 ほか

単年
度

最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

06-04信頼ある開かれた行政の推進

06-04-01情報公開の推進

①
ホ－ムペ－ジへ
のアクセス件数

ホ－ムペ－ジ管
理業務により集
計

607,265件 582,441件 821,289件
620,000

件
132.5% 40.0%

希望郷いわて国
体・いわて大会
の開催により一
時的にホーム
ページのアクセ
ス数が増加した
が、今後大幅に
減少しないよう
に、内容を充実
させていく必要
がある。

②

信頼ある開かれ
た行政の推進に
対する市民満足
度

市民意識調査に
よる［隔年実施］

3.911
3.911
[H26]

3.83 増加 － 60.0%

06-04-02広聴活動の充実

76

 市民に市政情報
が迅速に分かり
やすく伝わり、広
報紙やホーム
ページなどの内
容が充実され、
ケーブルテレビな
ど多様な媒体を
活用した広報活
動が強化されて
いること。また、
情報公開や個人
情報保護制度の
充実等により、透
明性が高く信頼さ
れる行政となって
いること。 市民が
議会へ高い関心
を寄せている状
態。

Ｂ
Ｂ
(Ａ)

H26年７月のホーム
ページ更新により閲覧
者数のカウントが純粋
な外部アクセスのカウ
ントのみとなったことか
らH27実績値が減少し
ている。Ｈ28の外部アク
セス数は、10月の希望
郷いわて国体・いわて
大会の開催により大幅
に増大したものと思わ
れる。

　 ①市民のニーズ、情報収集手段が
多様化し、ホームペ－ジを活用す
る市民が増えてきている。

②希望郷いわて国体・いわて大会
開催により、市内外からホーム
ページを活用した人が増加した。

③市議会だよりを議会情報の取得
方法としている市民が圧倒的に多
い（77％）

④市民の半数以上が市議会活動
の情報提供に満足していない。

①市政情報を広報紙に一元化する
とともに、ホームページ、ケｰブルテ
レビ、報道機関を通じて、市政情報
を周知している。
(H28年10月の希望郷いわて国体・
いわて大会の開催に伴いホーム
ページのアクセス数が一時的に増
加したものと考えられるため、次年
度以降は通常のアクセス数に戻る
とものと判断し「概ね順調」とした）

②市ホームページに事務改善等の
情報共有データベースを掲載し、
より透明性のある市政運営に努め
ている。

③市議会広聴広報委員会を設置し
広聴広報活動を行い積極的に情
報の発信をしている。

④議会本会議のほか常任委員
会、議会全員協議会等原則すべて
の会議を公開としている。

①情報提供に対する市民ニーズ
が多様化している。

②市のプロモーションのために報
道機関等が有効的に利用されて
いない。

③議場での傍聴は、時間や場所
の制限があるため各種媒体を用
いた情報提供が求められてい
る。

④国体等の開催により一時的に
増加したアクセス数が減少傾向
にある。

①広報紙、ホームページ、メール
マガジン、フェイスブック、ケーブ
ルテレビの市政番組は、今後作
成する(仮称)北上市広報活動基
本指針でわかりやすい情報提供
のあり方を検討するとともに、新
たな情報提供手段の研究をす
る。

②報道機関等への情報提供マ
ニュアルに沿った情報を積極的
に提供する。

③平成29年度開始の議会モニ
ター制度などにより市民の意見を
幅広く聴取することによって、意
見を活かしたわかりやすい情報
発信を行う。

④アクセシビリティの向上に努
め、情報が探しやすく、見やすい
ホームページのあり方を研究す
る。

77

市民の市政に対
して意見を述べる
場が確保され、市
民の意見が市政
に反映されている
状態

①

信頼ある開かれ
た行政の推進に
対する市民満足

度

市民意識調査に
よる［隔年実施］

3.911
3.911
[H26]

3.83 増加 未達成 100.0% Ｂ
Ｂ

(Ｂ)

　当該指標は、「情報公
開の推進」と「行政評価
の推進による情報共
有」を含めた基本施策
全般に関しての満足度
であるため、「広聴活動
の充実」に関しての満
足度かどうかピンポイ
ントで判断することは困
難である（当該指標の
実績値に基づく定量的
な評価は不可能）。

　市民が意見を述べる場
を確保するという観点で
言えば、座談会、タウン
ミーティング、市民の声、
要望陳情、市民意識調
査、しらゆり大使懇談会
といった様々な形態・手
法により意見を伺う場は
一定程度確保できてお
り、少なからず事業・施策
への反映に至る場合もあ
る。また、当該施策の直
接的成果である市民の
意見を市政に反映する仕
組みづくりにおいては、
市民ニーズを事業や施
策に効果的に反映させる
広聴ガイドライン（Ｈ29.4
施行）を作成したところで
あり、道筋を立てたという
観点から、単年度・最終
年度ともに「概ね順調」
（遅れてはいない）と判断
する。

①市民が市政に対して要望できる
機会の拡充に加え、意見を伝える
際の容易さ・気軽さを求める声が
出てきている（市民意識調査）。

②出入りの多い賃貸住宅等では、
住民登録をしていない住民等の居
住の有無を確認しきれず、広報紙
等が配布されないことがある。

③市政座談会は、各地区の自治
協議会が主催するものであり、
テーマや周知方法などそれぞれの
地域で工夫している。

①広聴ガイドラインを作成すること
により、市民ニーズを事業や施策
に効果的に反映させる仕組みづく
りに道筋を立てたところである。

②広報紙や回覧物などを月に２回
配布し、定期的に情報提供を実施
している。

③広報に掲載できないものを回覧
とすることが多いため、配布物が
増加しており、必要な情報が見逃
されている。

①市政に要望できる機会や手段
の多様化を求める声に加え、座
談会や意識調査等市民から意見
を伺う場において若年層の参加
が低調であるなど、より幅広く意
見を聴取し効果的・効率的に事
業、施策へ反映させる仕組みが
十分ではない。

②配布物の増加により、地域で
の配布の担い手の負担が増えて
いる。

③市政座談会の課題が、例年同
じものとなっている地域がある。

①ホームペ－ジやフェイスブック
などを活用した新たな広聴手段
の検討やタウンミーティングなど
既存事業の総括・見直しを行い、
より効果的・効率的な広聴活動を
引き続き展開する。

②区長配布の利用について、継
続して庁内へ周知徹底を図る。

③市政座談会の持ち方について
検討する。

行政連絡等事
務」及び「行政連
絡事務費交付
金」について、区
長業務の見直し
において市民の
要望等の取りま
とめは行わない
こととなったこと
から、当該事務
事業群を「6-4-1
情報公開の推
進」へ移行すべ
きと思料する。
次回市民意識調
査で「広聴活動
の充実」に関し
ての満足度を捉
えられる設問を
検討する。
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■平成28年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因
＃

政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
基準年
度実績
[H26]

H27実績 H28実績
最終目標

［H32］

最終目
標

達成率

指標
重要度

事務事業の
構成 ほか

単年
度

最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

06-04-03行政評価の推進による情報共有

①
評価結果公表
ホームページ閲
覧件数

評価結果のHP
公表に対しての
年間閲覧件数

1,891件 1,373件 2,388件 2,100件 238.0% 20.0%

②
市民参加型評
価の参加率

年間の委員参
加率

68.0％ 42.0％ 73.4％ 75.0％ － 10.0%

③

外部評価の実
施施策割合（基
本施策単位）[累
計]

毎年度の外部
評価該当基本
施策累計÷基
本施策数（27施
策）
※Ｈ27年度まで
は26施策

42.3％ 50.0％ 48.1％ 100.0％ － 35.0%

④
施策の単年度
における達成率

順調+概ね順調
の施策数/評価
施策数

68.7％ 70.7％
70.7％
[H27]

80.0％以
上

－ 35.0%

06-05効果的な行政運営と強固な財政基盤の構築

06-05-01効果的かつ効率的な行政経営の推進

①
庁内の人材を活
用した研修の実
施回数

職員が講師とな
り職員を対象に
実施した研修会
の回数。毎年
度、庁内調査に
より把握。

257回 230回 208回 313回 -87.5% 10.0%

②
住民千人当たり
職員数(普通会
計)

公営企業等会
計部門職員を除
く普通会計職員
÷人口×1000
〈下段「（）」付き
は、任期付職員
数を除いた値〉

6.31人
（6.11人）

6.49人
（6.22人）

6.53人
（6.23人）

6.00未満 未達成 40.0%

③
業務改善改革
運動参加率(職
場)[単年度]

参加した課等の
数÷全課等数
（一部事務組合
含む、小中学校
及び個人除く）

69.4％ 62.9％ 28.6％ 100.0％ － 20.0%

④

効果的な行政
運営と強固な財
政基盤の構築
に対する市民満
足度（6段階評
価）

市民意識調査に
よる［隔年実施］

3.697
3.697
[H26]

3.84 増加 達成 20.0%

⑤

一件500万円以
上の入札におけ
る一般競争入
札導入率（条件
付）

500万以上の一
般競争入札件
数/500万以上
の入札件数

36.4％ 38.1％ 42.9％ 70.0％ － 10.0%

78

　内部評価及び
外部評価により、
行政課題に向き
合うことで、施策
及び事務事業の
改善を促され、か
つ、その内容が
市民と情報共有
される状態になっ
ていること。

Ｂ
Ｂ

(Ｂ)

ＨＰ閲覧件数及び評価
への市民参加率は、中
間目標値を上回ってい
る。外部評価の実施施
策割合については、Ｈ
28年度は新たに評価対
象とした基本施策がな
かったこと、また、後期
計画の策定にあたり、
基本施策数が増えた
（26→27）ことにより、前
年度実績から割合を下
げた。

外部評価の実施施策
は、評価対象の選定に
当たっては、直近の市
民意識調査の結果等を
総合的に勘案しながら
選定しているため、同じ
基本施策を複数回評価
することもあり、最終目
標である全基本施策の
評価は難しいが、外部
評価を受け、評価の精
度は向上していると捉
えている。

①きたかみ未来創造会議や各種
計画策定時における委員公募など
において、市民の率先した応募が
あり、行政活動に市民が参加する
風土が醸成されている。また、参加
した市民からは、生活に関わる事
柄や財政状況など市政全般に対
する意見が活発に出されている。
　
②ホームページの閲覧数の伸び
は、行政評価に対する市民意識の
高まりの現れである。ただし、閲覧
者の年代や職業など、閲覧者の属
性は把握できていない。

①きたかみ未来創造会議を開催
し、市民参加型の評価を行ながら
市民のニーズを取り入れる機会を
設けた。
　
②外部評価により専門的見地によ
る客観的な評価が得られた。また、
継続により相対的に評価を受けて
いるが、年間数件の評価件数と
なっており、全基本施策を評価す
るまでに至っていない。
　
③総合計画の着実な推進のため、
施策ごとに推進方針を付する等、
評価結果の活用した行政マネジメ
ントに取り組んだ。

①行政評価について、評価の精
度を高めるため外部評価を実施
しているが、指摘事項に対し十分
に対応できていない。
　
②行政評価を継続してきている
が、その目的や必要性など評価
の意義が職員に浸透しておら
ず、形骸化している面も見受けら
れる。
　
③内容が複雑であることもある
が、評価結果の公表スタイルが
市民にとって分かりにくいものと
なっている。

④施策評価の結果について事業
のスクラップ＆ビルドへの反映プ
ロセスがあいまいな部分がある。

①外部評価における指摘事項に
ついて、対応すべき項目をリスト
化し、優先順位を判断して順次対
応していく。

②行政評価に係る研修の場を２
～３年に一度定期的に開催する
などし、職員の意識向上及びス
キルアップを図る。

③評価結果の公表については、
市民に分かりやすい内容となる
よう、レイアウトや記載項目など
を改善する。

④働き方改革の観点から、スク
ラップ＆ビルド及びアウトソーシ
ングの仕組みを構築し、実施計
画に反映させる。

特になし

79

業務改善や能力
開発による資質
の向上に対する
職員の意欲が盛
り上がり、組織の
最適化が進むこ
とで、持続可能な
行政経営体制が
構築された状態
になっているこ
と。

Ｂ
Ｃ

(Ｃ)

全指標５つのうち４つの
指標が目標を達成でき
ていないものの、市民
満足度、一般競争入札
導入率は前年度より向
上している。また、職員
数の増加は、沿岸被災
地の支援のための職員
派遣、国体の開催に伴
う体制確保によるもの
となっている。

①行政需要の複雑・多様化によ
り、職員の役割が増加している。

②地方分権等の推進により、地方
自治体の担う役割が増加してい
る。

①平成28年度の国体対応に伴い、
職員数は一時的に増加している。
なお、国体の要因を除くと、行革に
より一定の人員削減は既に完了し
ている。

②国体対応や高校における総合
的学習の支援など、職員の担う役
割が多くなり、28年度においては
業務改善改革推進委員会委員の
応募がなく、結果として業務改善活
動が低下し、取り組み数が減少し
た。

①28年度は国体対応などもあっ
たものの、その他の業務量も増
加しており、時間外勤務が多く
なっている。

②業務改善運動において、各職
場でのマネジメントや推進役を担
う管理職の意識が不足するな
ど、職場全体で取り組む意識が
薄れている。
　
③職員の探究心や向上心を満た
るような研修や職場環境のづくり
の仕組みが整備されていない。

④職員が直接実施する業務と、
民間委託等が可能な業務が精査
されていない。

①働き方改革により、一人あたり
の生産性の向上や業務量の抑
制により、時間外勤務を削減す
る。

②業務改善改革運動の意義を職
階毎の研修により再確認するとと
もに、管理職の運動への直接的
な参加を促し、業務の効率化や
職場の活性化を目指す取り組み
を更に推進する。

③次代の課長補佐や係長を対象
とした研修を実施し、マネジメント
に対する気づきを生み出す機会
とする。また、職員の自発的な意
欲を活かすよう、職員政策形成
制度や職員提案制度を活用して
いく。

④システム化や外部委託など、
労力低減に繋がるタスク管理を
行う。

構成事業は適切
であり、目標達
成状況も順調で
はあるが、既存
事業の枠では補
えていない各種
マネジメント機能
の強化などにつ
いて、働き方改
革として重点的
に取り組んでい
く。
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■平成28年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因
＃

政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
基準年
度実績
[H26]

H27実績 H28実績
最終目標

［H32］

最終目
標

達成率

指標
重要度

事務事業の
構成 ほか

単年
度

最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

06-05-02財政健全化の推進

80

起債残高を抑制
し、積立基金を確
保することによ
り、将来世代への
負担を軽減する。

① 将来負担比率

(将来負担額－
元利償還金分
の基準財政需
要額－特定財
源見込額－基
金の額)÷(標準
財政規模－元
利償還金分の
基準財政需要
額)

106.8％ 108.5％ 63.6％ 80.0％ － 100.0% Ａ
Ａ

(Ｂ)

年度を越える繰替運用
を廃止したことなどによ
り将来負担比率が大幅
に減少し、平成28年度
実績値は63.6%となり、
最終目標値80.0%を下
回った。

平成28年度実績値
（63.6％）が最終目標値
（80.0％）を下回ってい
る。今後も実施計画
ベースで推移すれば最
終目標値は達成できる
見込み。

①　国の緊急経済対策に基づく交
付金等を、普通建設事業に充てた
ことから、起債の発行を大幅に抑
制できた。

②　一部事務組合のごみ処理施設
整備費に対して震災特別交付税が
交付されたことから、後年度負担
が軽減された。

①　経営改革の一環として、固定
資産税等の税率改正を実施した。

②　公営企業会計の長期借入金と
特別会計の繰上充用金を解消し
た。

③　三セク債や地域総合整備事業
債の繰上償還を実施し、後年度の
実質公債費比率の抑制を図った。

①　国の三位一体改革などの行財
政システムの見直しに伴い、財政
負担が増加している。

②　高齢化・福祉施策に伴うサービ
スの増大に伴い、扶助費が増大し
ている。

③　資産老朽化比率が増加を続け
ており、インフラ資産の最適化と長
寿命化が必要性が高まっている。こ
れに伴い、今後多大な経営資源の
投入が必要となる。

④　積立基金残高が減少を続けて
いることから、突発的な財政需要へ
の対応が困難となることが予測され
る。

⑤　経営改革による税率改定が平
成30年度で終了となるが、現在も市
債管理基金の取崩しに頼る当初予
算編成となっている。

①　平成28年度に策定した公共施
設等総合管理計画（インフラ資産
（建築物及び工作物）マネジメントに
関する基本計画）に基づき、最適化
や長寿命化に係る実施計画の策定
及び実行につなげていく。

②　将来の公共施設の更新、補修
に備えるため、「（仮称）公共施設維
持管理基金」の創設を進める。

③　実質公債費比率が依然として
県内で高位であることから、一層の
指標の改善を図る。（実質公債費比
率速報値：県内14市平均12.1%、北
上市２位）

④　指標の実績値の改善のため、
事務事業の見直しを行い、経営改
革の更なる推進を図る。

⑤　経営改革終了後の「ポスト経営
改革」の取り組みを推進する。

　

06-05-03公営企業の効率的運営の推進≪下水道部門≫

①
下水道事業会
計経常収支比
率

(営業収益＋営
業外収益-基準
外繰入金)/(営
業費用＋営業
外費用)×100
〈下段「（）」は、
収益から基準外
繰入金を除いた
値〉

105.7％
（100.3％）

111.3％
（107.6％）

111.9％
（102.6％）

101.9％ － 50.0%

①老朽施設を更新する。

②水洗化の普及促進を継続す
る。

③下水道事業の適正な運営及び
使用料並びに一般会計繰出金の
見直しを行う。

②
下水道事業会
計営業収支比
率

営業収益/営業
費用
（営業収益は使
用料及び雨水
負担金等）

66.2％ 70.4％ 72.8％ 64.0％ － 50.0%

81

 運営基盤の強化
と効率的な経営
により施設を適切
に維持し、継続的
なサービス提供
ができているこ
と。

Ａ
Ｂ
(Ｃ)

経常収支比率及び営
業収支比率は基準年
度より順調に実績値が
伸びており、かつ平成
32年度の最終目標値を
大きく上回っているた
め。

経常収支比率におい
て、繰出金の依存度が
高く、基準外繰入金を
除いた値が最終目標値
をわずかに上回る水準
のため。また、今後見
込まれる老朽管等施設
更新の財源が不足して
いるため。

①一般家庭への下水道普及の増
加及び立地企業の使用量増加に
伴い、公共下水道使用料収入が増
加した。

②特定公共下水道使用料収入
は、前年度に比較して微減した。

①計画どおりの建設事業を実施
し、新規建設事業債の発行を抑制
したことにより、起債残高及び企業
債利息の償還額が減少したが、企
業債償還額は依然高止まりしてい
る。

②県への要望により、平成24年度
から流域下水道維持管理負担金
の単価が据え置きとなり、負担金
が減少した。

①公共下水道の有収率が低く、
不明水対策が遅れている。

②資金不足により施設修繕費、
施設更新費の財源を確保できな
い。
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■平成28年度施策評価の結果概要一覧

指標に係るもの その他 外部要因 内部要因
＃

政策
体系

成果の定義 指標名 指標の説明
基準年
度実績
[H26]

H27実績 H28実績
最終目標

［H32］

最終目
標

達成率

指標
重要度

事務事業の
構成 ほか

単年
度

最終年度
見込み
[Ｈ32]

左記の理由 成果達成状況の要因
課題の整理 今後の展望

06-05-04安定した財政基盤の確立

82

・市税等の自主
財源が歳入総額
に占める割合を
高める。
・人件費、扶助
費、公債費などの
義務的な経費及
び物件費を抑制
する。
・歳出のうち公債
費が占める割合
を抑制する。

①
実質公債費比
率

(起債等の元利
償還金－元利
償還金分の基
準財政需要額
－特定財源)÷
(標準財政規模
－元利償還金
分の基準財政
需要額)

16.6％ 16.1％ 15.5％ 10.0％ － 100.0% Ｂ
Ｂ
(Ｃ)

実質公債費比率につい
ては平成28年度速報値
が15.5%となり、昨年度
に比べて減少した。今
後も実質公債費比率は
減少が見込まれている
ことから、中間目標数
値についても達成が見
込まれている。

現在の推計では最終年
度（平成32年度）の実
質公債費比率は11.1％
である。最終目標値
（10.0％）には届かない
が、平成33年度には
9.4％となることを見込
んでいる。

①国の経済対策による交付金を建
設事業に充てたことにより、起債発
行額が抑制された。

①　プライマリーバランスが均衡す
る（借入金の返済額以上に借金を
しない）行財政運営を続けたことに
より、起債残高が減少を続けてい
る。

②　工業団地売却収入を活用し繰
上償還を実施したことことにより、
起債残高が減少し、後年度の公債
費が軽減された。

①近年、実質公債費比率が高い
状態が続いている。（実質公債費
比率が18％を超えると、地方債
の発行が許可制になり行政運営
に支障を来す。）

②市民意識調査において基本施
策について「分かりづらい。」との
意見があり、現在、効果的な周知
方法を見いだせていない。

①行政財産の貸付けや遊休地の
公売を促進することにより、自主
財源の確保を図る。

②既存の業務の必要性を再検証
し、見直しを行うことにより、経常
収支が上昇しない内部的要素で
ある人件費と物件費の更なる抑
制を図る。

③建設事業債発行抑制を継続す
ることにより、地方債に係るプラ
イマリーバランスが均衡する（借
入金の返済額以上に借金をしな
い）行財政運営を行う。

　

06-06広域行政の推進

06-06-01広域行政の推進

①
市長会等への
提言数

市長会等への
提言及び要望
件数

８ ８ ８ ８ 100.0% 30.0%

②

定住自立圏構
想における新規
取組み件数（必
要に応じた連携
を検討する）

定住自立圏内で
新たに取り組む
連携事業数

－
0件

（既存事
業12件）

1件
5件

(年間１
件)

達成 70.0%

06-07シティプロモーションの推進

06-07-01シティプロモーションの推進

① 転入超過人数
住民基本台帳上
の転入超過人数
の5年間累計値

865人
［H22-26
年累計］

770人
［Ｈ23-27
年累計］

267人
(H24-28
年累計)

1,053人
［H28-32
年累計］

25.3% 20.0%

②

これからも北上
市に住み続けた
いと思う人の割
合

市民意識調査に
よる［隔年実施］

90.9％
90.9％
[H26]

85.3％
90.0％以

上
－ 80.0%
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 行政・民間の広
域的な連携交流
により、共通の課
題をともに解決す
ることで、効果的
で効率的なまち
づくりをすすめる
ことができている
こと。

Ａ
Ａ

(Ａ)

市長会等への提言数
（№１）が目標値を達成
しているとともに、定住
自立圏構想の新規連
携事業（№２）を構築で
きた。

共通の行政課題につい
ては、近隣の自治体と
連携しながら国に要望
を行っている。
（国道４号拡幅整備な
ど）

①少子高齢化の進展や人口減少
問題など、地方都市は共通の課題
を抱えている。

②地方交付税の減額など、地方都
市を取り巻く財政状況が依然として
厳しい中、広域連携による効率的
な行政運営が求められている。

①地方都市の抱える共通の課題
について、市長会要望のほか、近
隣自治体と連携を図りながら国に
改善要望を行っている。

②北上市、奥州市、金ケ崎町、西
和賀町の２市２町において「日高見
の国定住自立圏」を形成し
（H27.9）、共生ビジョンに基づき連
携事業を推進するとともに、新規連
携事業の構築を進めている。

①人口減少社会への対応とし
て、市単独による定住化への取
り組みには限界がある。

②近隣自治体との広域連携を図
り、相互の都市機能を活かした役
割分担や、環境・歴史・文化な
ど、それぞれの魅力を活かした
ネットワークが構築できていな
い。

③定住自立圏における新規連携
事業の検討及び具体化までのス
キームが構築できていない。

④定住自立圏構想の取組につい
て、圏域住民に十分に理解され
ていない。

①広域での人口定住の受け皿を
形成するため、定住自立圏構想
に基づく近隣自治体との連携を
推進していく。

②定住自立圏における新規連携
事業について、分科会やワーク
ショップを開催して関係部課及び
近隣自治体とともに検討、構築し
ていく。

③定住自立圏の新規連携事業
の検討にあたっては、圏域内住
民に加え、圏域外の人にもメリッ
トをアピールできる事業を構築し
ていく。

④北上市のみならず地方自治体
に共通する課題解決に向け、各
都市との連携を図り、岩手県市
長会などを積極的に活用し要望
活動を行う。
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都市ブランドメッ
セージを活用しな
がら、地域の魅力
について、市民や
来訪者等に対し
「伝わる」情報発
信を推進し、地域
への愛着と誇り
（シビックプライ
ド）を高め、地域
への参画意欲を
向上させる。参画
意欲の高まった
市民等のまち育
て活動の結果とし
て、選ばれる都市
としてのブランド
を確立する。

Ｂ Ｃ

①本格的な取組は平成
29年度からとなってお
り、現指標からは達成
状況を判断しかねる。

②平成28年度の転入
超過人数実績値につい
ては、前年比で大幅に
低下しているが、震災
以後の一次的な転入が
はずれたことが影響し
ているものと思われる。

①平成27年度に定めた
「シティプロモーションア
クションプラン」の事業
について、順次着手実
施できている。

①転入超過数については、震災以
後の一時的な転入増が影響してい
るものと思われる。

①平成28年度は本格的な情報発
信活動が行われておらず、本施策
による指標への寄与度が低い。

①「誰に」「何を」「どのように」「ど
んなタイミング」で発信していく
か、コーディネートできる人材が
庁内にいない。

②ニーズの把握や分析に基づ
く、広報活動が出来ていない。

③デザイン力を持った人材が庁
内に不足している。

④職員の広報活動全般に関する
理解と知識が十分でない。

①市の総合戦略を念頭に、「誰
に」「何を」「どのように」発信し参
画意欲を高めていくか計画を定
め、専門家と連携した情報発信を
推進する。

②広報活動に関する視点を変え
なければならない意識を明確に
するため、指針を定め効果的な
広報活動を展開する。

今後は、広報活
動も施策構成事
務事業に位置付
ける必要があ
る。
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